平成20年度　第2回　芦屋市高齢者権利擁護委員会　会議録
	日　　時
	平成２０年１１月２８日（金）　13：30～15：30

	会　　場
	北館２階第３会議室

	出 席 者
	委 員 長　上田　晴男
委　　員　宮﨑委員，谷村委員，山本委員，藤本委員，中條委員，中野委員，安宅委員，磯森委員
事 務 局　芦屋市基幹型地域包括支援センター

　芦屋市高年福祉課

	会議の公表
	　　　■　公　開　　　　　　　□　非公開　　　　　　　□　部分公開

＜非公開・部分公開とした場合の理由＞

　


	傍聴者数
	　　　　　　　１人


１　議題
(1)権利擁護事例（高齢者虐待，権利擁護総合相談）の実施状況について
　 ①高齢者虐待事例（平成１８年度から平成２０年度上半期）
　 ②権利擁護総合相談事例について
(2)プロジェクトチームにおける検討状況について
　 ①（仮）権利擁護支援センター構想について

　 ②今後の検討予定

(3)その他
２　審査（議）内容
(1) 権利擁護事例（高齢者虐待，権利擁護総合相談）の実施状況について
①高齢者虐待事例（平成１８年度から平成２０年度上半期）
（事務局）（資料説明）
（委　員）虐待者の関係で言えば，虐待者にも支援ニーズがあった割合，経済的な問題がある場合など，虐待原因の統計がとっていけると良いと思います。

国の統計のデータと照らし合わせて作成してもらえれば，より一層客観的な評価ができると思います。次回の委員会を目途に提出いただきたいと思います。
（委　員）入所，入院によって支援終了というケースが多いですが，反対に，うまくいったケースはどの程度ありますか。大変困難を極めたケースなどはどうでしょうか。
（事務局）各支援センターから寄せられた報告では，「入所した」という報告のみです。きっちりと評価ができていません。ただ，問題としてあがっているのは，家族が介護疲れなどからやむを得ず虐待に至っているということがほとんどです。施設に入りたくても入れなくて，一時的に小規模多機能型居宅介護事業所で預かってもらって，そのままになっているケースもあります。支援センターとしても一旦，沈静化したあとに次のケースの対応をしていくことによって，入所後の展開まで手が回っていないというのも現状です。特養，老健がすぐに入所できないために，小規模等の事業所に頼っている現状があります。その点で事業所側から困っているという話を受けています。
求められているのは養護者支援の仕組みです。高齢者セクションで対象者も支援し，養護者も支援するという状況ですから，各エリアで多発してくると関係機関も含めて非常に停滞することになります。現段階では同時多発の状態です。しかも危機的介入を要するケースが多発しています。バックサポートに入る基幹型地域包括支援センターと行政介入に入る高年福祉課も全員出ているという形になっています。この３ヶ年見てきた中で言えることは養護者支援の仕組みを構築しないと，両輪で回っていかないなと考えています。

②権利擁護総合相談事例について
（事務局）（資料説明）

（委　員）以前の地域の持っていた力がどうなのか，振り返ってみてもよいのではないかと思うのです。一部の専門職にこういった仕事が集中しているということは，人員を増やすこともありますが，地域の働きが今までどのように動いていたのか見てもよいのではないかと思います。
（事務局）高齢者生活支援センターが出来たことによって，今まではどこに相談したらよいか分からない方もおられたのだと思います。ただ実際には民生委員や福祉推進委員などがそういった話を聞いて，市役所などに相談をつないでいました。今，地域ケア体制のシステムづくりも行っておりまして，各エリアでの連携づくりを進めていますので，どこまで地域間で連携していけるかは，見ていかないといけません。
（委　員）先ほどたくさんの事案があって振り返りの機会がないということでしたが，やってきた対応がどうだったのかを評価していくなかで，従前の地域との関わりとどうなのかが見ていけるのかなと思います。
（委員長）問題が顕在化したということですね。全体的な社会生活の中での状況自体も分かりやすくなっています。以前は表面化していなかったものが，現在がわかりやすくなり，関わる機会が増えたのだと思います。
（委　員）一つは介護保険制度が始まってヘルパーなどが家庭などに入っていくようになり分かりやすくなったということがあります。もう一つは社会自身，犯罪が多くなり特殊化しています。高年齢に生きるような時代となり，以前と比べると認知症の方も増加してきました。今，拾い上げていく取り組みをしていただいていますが，まだまだ表面化していないケースがあると思います。
（委員長）いずれにしても，こういった傾向は増えていくことです。絶対量そのものが増えていくわけですから今後もそういったことにどのように対処していくのか，この後の議題でもありますけれども，そのための支援体制，支援センターづくりなどが重要です。
(2)プロジェクトチームにおける検討状況について
　 ①（仮）権利擁護支援センター構想について

　 ②今後の検討予定

（事務局）（資料説明）

（委　員）権利擁護支援センターを具体的にどこかの部署が機能としてもつのかどうか，それとも別の機関として設置するのかどうかということが１点と，もう１点はこの権利擁護支援センターが立ち上がった後，第三者が権利擁護支援センターを評価するのか，今ある仕組みを活用するのか，以上２点を教えてください。
（事務局）１点目については，総合福祉センターの関係もありますので，後で説明いたします。

　　　　　２点目の評価機能，つまり権利擁護支援センターの実効性についての点検機能，評価機能については，資料でご案内のとおり，芦屋市としては行政対応のほか，権利擁護システム全体の管理になると考えています。資料では「芦屋市権利擁護委員会」としていますが，この高齢者権利擁護委員会が権利擁護支援センターの評価機関として位置付けられると考えています。監査機能，点検機能等，権利擁護委員会が権利擁護支援センターを見ていくイメージです。この高齢者権利擁護委員会をどうしていくかの整理になってくると考えています。ご承知のとおり，この委員会は「高齢者」権利擁護委員会です。資料では「高齢者」を除いています。具体的にどうしていくか，年明けのプロジェクトチームで検討していきます。
（委　員）芦屋市の権利擁護支援センターとして立ち上がった場合，それに対する点検機能として，権利擁護委員会が評価をするのですが，個々のケースでそういったことがあがってきた場合に，それぞれの部署で対応するのか，権利擁護支援センターで対応するのか，声をキャッチできる仕組みがあるのですか。
（事務局）システム的な苦情受付窓口については，具体的に決めていません。平成２２年度の開設に向けて準備が進んでいます。総合福祉センター機能のなかに権利擁護支援センターを設けるということでの構想です。具体的には総合的な権利擁護対応ということで，プロジェクトチームで検討されたことを本日報告させていただいたわけです。あくまでも附属機関ということで最終的に答申として受けて，行政としても財源などの調整をして，ここで決めた内容を出来うる限り反映させていくことになります。そこで判断したことについての苦情等は，あくまで芦屋市立の支援センターとして設けるわけですが，今の段階では具体的な検討までは行っていません。
（委員長）苦情対応の取扱いは非常に難しい部分であると思います。一つは権利擁護の対象の取り組みというのは権利侵害を中心とした相談，介入案件と考えられます。そうすると苦情をしたい人と言えば，対象者の利害対立者である場合が考えられます。そうすると単純な苦情ではなくて利害対立の反映ということも考えられます。福祉サービスにおける苦情解決とは全く異なるということで，苦情という内容ではなくなる，一定の限定的な取扱いにせざるを得ないと思います。もう一点は，法的拘束力がありません。権利擁護支援センターを中心とした対応の苦情を挙げられて，権利擁護委員会が「妥当」としても，苦情を訴えた人が納得しないとして，上げていくところがありません。一定の判断をしたとしても訴えた側の充足をすることは困難だと思います。権利擁護支援センターとか権利擁護システム上の問題，課題があった場合は一定の「勧告」として，権利擁護支援センターあるいは芦屋市に対して提言していく機能は持つとしてもある程度有効だと思います。ただし，あがった苦情に対して直接的な解決機能は持てないと思います。
（委　員）権利擁護支援センターの実働部隊があって，ケアマネジャーと同行していくということにはならないのですか。
（事務局）権利擁護支援センターが同行して対応していくことになります。ただ，何でも同行ということではなくて，ポイントを絞って同行をすることになります。

（委員長）プロセスのところでは，未だ十分ではありません。ここでは権利擁護支援センターができることのメリットを分かりやすくするために作成されています。ケアマネジャーの部分は生活支援が中心で，権利擁護の実際の対応は協働で行い，権利擁護のコーディネートは権利擁護支援センターが行うという対比をしながら現状との違いを見ていただけたらと思います。今までは全てがケアマネジャーであったことを，役割分担をしながら一緒に取り組んでいくというイメージを持ってもらえればと思います。
(3)その他

（委員長）「権利擁護支援フォーラムin芦屋2009」について案内。
　閉会
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